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緊急トーク がんばれ！学術会議
〜「権利自由・独立自治」の明治大学から〜

政治経済学部・西川伸一

nisikawa1116@gmail.com
学術会議会員を務め終えて

1）私の学術会議会員・連携会員歴

期 期間 種別 任命権者 備考
22 2011/10/1〜2014/9/30 連携会員 大西隆 学術会議会長

23 2014/10/1〜2017/9/30 会員 安倍晋三 首相

24 2017/10/1〜2020/9/30 会員 -------

25 2020/10/1〜2023/9/30 連携会員 梶田隆章 学術会議会長

平和と人権を希求するオール明治の会



「11時10分にバスで首相官邸。リハーサルなどで1
時間以上待たされる。（略）12時半に菅官房長官

入室。任命式。名前をよばれて起立して一礼して
またすわる。まるで小学校の卒業式のようだとあと

でみなで笑いあう」（2014/10/1日記より）。



学術会議での所属：第一部（人文・社会科学）/政治学委員会政治過程分科会

★会員時（23期・24期）には政治過程分科会の委員長をつとめる

─政治学委員会┬

（第一部合計
で10委員会）

政治思想・政治史分科会

├

├
比較政治分科会

行政学・地方自治分科会

├国際政治分科会
└政治過程分科会┘─ ─ ─

│
│

〈附置分科会〉



２）23期・24期の政治過程分科会の活動

①分科会の開催

期 回次 開催⽇ 開催会場 出席委員数

23 1 2014/12/2 青山学院大学青山キャンパス・総研ビル第15会議室 8

2 2015/7/18 明治大学駿河台キャンパス・リバティタワー1101教室 7

3 2015/12/17 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 8

4 2016/4/4 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 8

5 2016/6/18 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 8

6 2016/12/10 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 8

7 2017/4/14 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 8

8 2017/7/10 メール審議 9

9 2017/9/24 法政大学市ヶ谷キャンパス・現代法研究所会議室 5

注1） 23期政治過程分科会委員数：9名

注2）2015/2/7〜3/18に「非公式」のメール審議分科会を開催



期 回次 開催⽇ 開催会場 出席委員数
24 1 2017/11/17 日本学術会議6-C（3）会議室 7

2 2018/4/4 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 8

3 2018/10/14 関西大学千里山キャンパス・法学研究所 5

4 2018/12/8 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 8

5 2019/4/2 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 6

6 2019/10/6 成蹊大学・3号館102教室 9

7 2019/12/21 明治大学駿河台キャンパス・政治経済学部総合政策研究所 9

8 2020/4/16 メール審議 10

注） 24期政治過程分科会委員数：10名



④記録・報告の発出

②公開シンポジウムの開催

③主権者教育授業

期 回数 開催⽇ テーマ 会場
23 1 2015/7/18 若者の投票率をいかに向上させるか

〜選挙権年齢の18歳への引き下げに寄せて
明治大学駿河台
キャンパス

2 2016/6/18 18歳・19歳有権者は選択する 前編・彼らはいかに選択する
か

明治大学駿河台
キャンパス

3 2016/12/2 データ・アーカイブの開発とデータ・エビデンスによる社会科
学研究

慶應義塾大学
三田キャンパス

4 2016/12/10 18歳・19歳有権者は選択する 後編・彼らはいかに選択した
か

明治大学駿河台
キャンパス

24 5 2018/2/23 政治関連データ・アーカイブの構築と拡充 慶應義塾大学
三田キャンパス

6 2018/6/8 高等学校での主権者教育はどうあるべきか 明治大学付属
明治高校

7 2018/10/27 2018アジア選挙研究 慶應義塾大学
三田キャンパス

8 2018/12/8 議院内閣制はいま動いている 明治大学駿河台
キャンパス

9 2019/12/21 政治への「参画障壁」をいかに乗り越えるか 明治大学駿河台
キャンパス



③主権者教育授業の実施

期 回数 実施⽇ 実施⾼校
23 1 2017/6/23 明治大学付属明治高校

24 2 2018/6/8〜6/9 明治大学付属明治高校

3 2019/6/14 明治大学付属明治高校

4 2019/6/19 錦城高校

5 2020/8/24 明治大学付属明治高校

注）対象は
すべて3年
生

参考）2019/12/21実施の公開シンポジウムの告知ポスター

▼その様子



④記録・報告の発出

提言：「科学的な事柄について、部、委員会又は分科会が実現を望む意見等を発表
するもの」

報告：「科学的な事柄について、部、委員会又は分科会が行った審議の結果を発表
するもの」

記録：「「提言・報告等」（意思の表出）のほかに、委員会等における審議経過や調査資
料などを「記録」として適宜とりまとめて公表します」

〈意思の表出〉

-----

23期：2017/2/28 記録「若年層の投票率を向上させるための方策」

24期：2020/8/11 報告「主権者教育の理論と実践」

▼
▼

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-24-h200811.pdf

http://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/kiroku/1-20170228.pdf



＠報告発出までの経緯

2019/10/6 第6回政治過程分科会で報告作成を決定

⇒その後、章立て、執筆者と執筆分担を決定

タイトルは「主権者教育の理論と実践」

2020/1/30 事務局と第一部長に報告（案）を提出

⇒その後、2名（第一部会員）の覆面査読にかけられる

2020/3/3 第一部副部長より査読結果が通知される

⇒その後、査読で指摘のあった箇所につき
執筆者に修正を依頼

2020/3/17 修正した報告（案）を第一部副部長に提出



2020/3/22 査読者から再修正の指示が第一部副部長より通知される

⇒軽微な指摘だったので同日中に再修正して提出

2020/4/6 第一部副部長より査読終了が伝えられる

2020/6/25 幹事会審議

2020/8/11 HPにて公表！

2020/4/25 幹事会提案用の報告（案）が完成

⇒書式の統一などにつき事務局とやりとり

⇒幹事会構成員に事前配布、質問・指摘事項受付（6/18まで）

2020/6/23 質問・指摘事項への回答、それに伴う報告（案）の修正

⇒幹事会構成員からさらに質問・指摘事項を受ける

2020/7/6 再修正案を事務局に送付

2020/7/29 会長了解の連絡 ⑤細々した文書の作成

例）『学術の動向』への執筆



３）「年間約１０億円の予算を

使って活動している」（菅首相

10月5日発言）

「年間予算１０億円は多すぎ
る」のか

2019/10/16送信
○○先生

日本学術会議の総会にまいり
ました。

受付でいつもいただいていたミ
ネラルウォーターの配布がなく
なりました。

逼迫した財政状況がしのばれ
て、苦笑するほかありませんで

した。

＠会員手当の振込通知書



「運営費はすべて国費でまかなわれ、今年度の予算は１０億４千万円。この１
０年間ほぼ一定だ。

このうち約５０人いる事務局の常勤職員の給与など人件費が最も多く、約４
億４千万円を占める。２１０人にいる会員と約２千人の連携会員は非常勤のた

め給料はなく、総会や委員会などに出席した場合に日当が支払われる。日当
は会員と連携会員が１万９６００円、副会長が２万６４００円、会長が２万８８００
円で、合計約１億７千万円。このほか、会員らが会議に出席するための交通

費や宿泊費として旅費約１億４千万円が計上されている。
会議が増えると日当や旅費がかさみ、年度末までに予算が底を突くこともあ

る。１１〜１７年に会長を務めた大西隆・東京大名誉教授は「会議に出席しても
日当を辞退してもらっていた。交通費の節約のため、テレワークによる会議も
推奨していた」と話す」2020/10/29『朝日新聞』。

★公開シンポジウム登壇者には交通費すら出ない。



４）任命拒否問題の本質

①人事を通じて組織を動かす ⇒ 2013/8の内閣法制局長官人事と同じ手法

内部昇格の慣例を無視して小松一郎駐仏大使を抜擢

②横行する議論のすり替え

参考）拙稿「平賀書簡事件と同じ 研究者威迫しないか」『週刊金曜日』2020年
10月23日（1301）号、13頁。

⇒ 1971/4の宮本康昭判事補再任拒否へすり替え；「成功体験」？

③杉田和博内閣官房副長官（事務）がキーパーソンとなる危うさ

⇒ 内閣法14条3項 内閣官房副長官は、内閣官房長官
の職務を助け

すぎた・かずひろ：1941-

④日本学術会議法7条 日本学術会議は、二百十人の日本学
術会議会員〔略〕をもつて、これを組織する。

⇒ 2018秋〜 違法状態が続く


